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技術進歩の偏向性の計測

一一費用関数からの接近一一

茅野甚治郎
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1. 序

技術進歩の計量分析において，主要な課題である技術進歩率の計測は，

Solow (25)の先駆的研究以来，技術進歩の寄与率を成長勘定における残差と

して把握する ResidualAnalysisに多くの実証的研究をみる。残差として

の技術進歩への関心は，技術進歩がし、かなる要因にによってもたらされたか

その要因分析へ，また，技術進歩の質的側面である偏向性の計測へと進展

した1)。

1) わが国では，沢田 (26)，土屋 (30)が残差法で技術進歩率の計測を行なっている。

その後の展開として， Sollowはさらに資本の呉質性の概念から vintage-typeの
生産関数を導入した。 労働の質的向上に注目し， その qualityindexの推計を
試みたものとして Denison(8)がある。
また，技術進歩率の計測において説明変数が不十分であるとの考えから，教

育・研究開発・普及活動への投資額を新しい変数として導入した Griliches(10)， 
(11)， (12J， (13J，秋野 [IJはその要因分析を行なっている。

最近なされた技術進歩の偏向性についての研究は， H. P. Binswanger [3J， 
新谷・速水(27]，阿部 (2)，加古[18J，(19Jがji，げられる。
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北海道大学農経論叢第38集

今まで成された日本農業の成長分析によって，技術進歩の果たした役割の

重要性は顕著であり，かつ技術進歩が生産における要素賦存条件に関連して

偏り(バイアス)を持つ可能性は強く， そうした偏向的技術進歩は農業生産

構造の変化をもたらすことが指摘されるZ)。

そこで本稿の白的は，農業生産構造の変化と強い因果関係をもっ技術進歩

の偏向性の定量的把握にある。 図-1に見られる生産要素投入水準の変化に
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図-1 生産要素投入水準の変化ー北海道稲作一

(ss和40年==100.0) 

2) 速水・ Ruttan(14)， Le Thanh Nghiep (22)参照。

LIY 

λl/Y 

本稿では，技術進歩について priceinducecl innovation仮説を念頭において

いる。この概念については， Hicks， Ahmad， Fel1ner， Kenneclyらによって論

争されているが，それについては BinswangerRuttan (4)参照。
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技術進歩の偏向性の計測

対し，技術進歩の偏向性の効果はどう働いたか。従来の代替の偏弾力性の計

測に対し，本稿では次の3つを課題としアプローチした。

(1) 技術進歩が生産要素の投入水準に及ぼす効果を技術進歩のバイアス効

果と中立的効果に分離しパイアス効果を数量化し得るモデルの提示。

(2) 農家の現実の生産要素投入水準と最適投入水準聞には Time-lagが存

在すると仮定し，仮定の検証。

(3) 従来，技術進歩を表わす変数をあらかじめ含んだ生産関数・費用関数

の計測では，技術水準の変数として便宜的に時間 (Timetrend)を使用して

いる。しかし， より明示的に技術水準を表わす反収増大的技術指数と省力的

技術指数の作成と，計測モデルへの導入。

まず始めに， II章では生産要素投入量変化の要因分析について，モデルの

グラフィクな提示とその定式化を行なう。その後，技術指数の作成と計測式

の特定化，ならびにデータの説明をIII章で行なう。 IV章では，計測結果か

らの技術進歩の偏向性を吟味する。

11. 理論的フレームワーク

11-1 モデル

生産要素投入量および要素比率の変化と技術進歩，代替の弾力性の関係を

図-2を用いて考察する。いま， 2つの生産要素 (L，M)を用いて生産がなさ

れているとする。図における tは基準時点を t十1は比較時点を表わす。ま

たIは生産量 (Y)を1単位とした時の等生産曲線を表わし，ORが生産要素

投入比率を表わす。 Pは生産要素の相対価格比を表わす。

t期の均衡点はEtであり， 生産要素 (L)の投入量はOE;として現実に観

測される。技術進歩による等生産曲線のIt+lへのシフトと，生産要素価格の

変化により，均衡点はEt+1に移動する。 この時，生産要素 (L)の投入量は

OE;+Iが現実に観測される。

2時点で現実に観測される生産要素投入量のデータはOE;と0;+1のみで
あり，観測された変化量に対し技術進歩のパイアス効果はどのように働いて

いるのか均衡点 Etから Et+lへの変化に対する要因は以下のように分離で

きる。
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図-2 生産要素投入量の変化と技術進歩

Et+1に沿ったEtからAへの変化は，技術進歩はなく生産要素の相対価格

の変化によってのみもたらされた要素聞の代替を表わす(価格効果)。

つぎにH技術進歩について考えると，OR'に沿ったAから Bへの変化

(Itが原点Oに向かつてホモセティクにシフト)はH技術進歩の中立的効果

による。また，生産要素の相対価格比を一定とした時のBから Cへ変化は，

H技術進歩のバイアス効果による3)0 T技術進歩についても同様である。

生産要素投入量およびその投入比率の変化について，要因別にまとめると

次のようになる。

3) 本稿では，反収増大的技術進歩をH技術進歩，省力的技術進歩を T技術進歩と

呼ぶ。

また，ltから lt+lへのシフトが技術進歩を表わしていると仮定G，技術進歩

の偏向性は Hicksの定義にもとづく。
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技術進歩の偏向性の計測

(i) 生産要素投入量の変化

EtA 価格効果

Et→ Et+1 AC 
反収増大的技術
進歩の効果

反収増大的技術進歩の
中立的効果

反収増大的技術進歩の
パイアス効果

AEt+l 
技術進歩の
効果

CEt+l 
省力的技術
進歩の効果

fCD 省力的技術進歩の
l一間効果
DEt+l省力的技術進歩の
パイアス効果

(ii) 生産要素投入比率の変化
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11-2 生産要素投入量変化の要因分解

前節でまとめた図ー1のモデルを関数論的アプローチから定式化する。

いま，生産関数

y = F(Xl>X2，…，xn，H， T) 

但し y. 生産量

時: 生産要素投入量(i=1，…，n) 

H: 反収増大的技術指数

T: 省力的技術指数

のもとで，生産者の費用最小化行動を仮定すれば，生産要素の均衡投入量は

( 1 ) 

以下の式で表わすことができるへ

4) ACを省力的技術進歩の効果，CEt刊を反収機大的技術進歩の効果と逆に考え

てもよ L、。生産要素投入比率の変化においても同様である。

5) 費用最小化の一階の条件より求めることができる。

~ 97ー



第 38集北海道大学長量経論議

(2 ) Xi = hi(Y，Ph…，Pn.H， T) 

生産要素iの価格 (i=1，…，n) 

Xiの比例的変化(士与)を G(Xt)で表わし整

Pi: 

上の(2)式を全微分し，

理するとめ，

G同)=長/ρ
(3 ) 

め=dtj/dt 

T =dT/dt 
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但し

それぞれ技術進歩モデ、ルから，

t: 

技術進歩の効果(詰/Xt， 井戸い司
のパイアス効果と中立的効果に分離できうる。

(4 ) 
告/Xi= Bf+岬

fEzt=BT+NF 
oT / 

生産要素iに対する H技術進歩のパイアス効果

生産要素iに対する H技術進歩の中立的効果

(T技術進歩についても同様で、ある。)

BF: 
Nfz: 

上の (4)式の表記を用いモデ、ノレに則して整理すると，

(5 ) 

生産要素投入量の変化

月lnゲ~ o lnx; 
G(X;) =一一一;-;G(Y)+ 乙一一~.:' G(ρj) o ln Y ~ ¥ ~ I ' j4!l O ln PJ 

十(Bf+MりH+(Bf+NわH

)
 
-
1
 
(
 

自然対数ln: 

生産要素投入比率の変化 (i=L，M の場合)

{ηθlnxJ; "1. ¥ ，:; ol“XM r>I.J 
G(L) -G(M) = 1 L: ~一一一 G(ρj)- L: 一一一生~ G(pj)~ tf;:;'j olnpj ~\rJl /":::1 olnpj ~\rJ/J 

+(Bf-B1日泣+(Bl-Bt)T (6) 

)
 

-
1
 
・1(
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技術進歩の偏向性の計課u

となる。

トランスログ費用関数の適用11-3 

技術進歩のバイアス効果の推定にあたり，始めに技術進歩のバイアスを

円ふ

t

，，I1
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B
 

BF-2主ιiー，
aHf~" 

(7 ) 

Si =τPi主ー
L: pjXj 
j~l 

(i要素のコストシェア)i，j = 1，…，n 

と，技術進歩によるコストシェアの比例的変化で表わすなら，H技術進歩に

関しては，

(8 ) 

t要素節約的技術進歩

中立的技術進歩

t要素使用的技術進歩

B'fく0の時:

Bf=Oの時:

B子>0の時:

と定義される7)。

T技術進歩についても同様である。

いま， (1)式に対応するトランスログ費用関数めは

N 

ln ぴ = Vo十vylnY + L: 的 lnlうる+vulnH+vTln T 

N N η 

+j751F1mlnhlnpj十五円ylnPi ln Y 
旬

十rYHlnYlnH+ryTln Yln T+ L: riulnPi1nH 

(9 ) + L: riT ln Pi ln T +rUT ln Hln T 

7) 生産要素価格は一般に外生的に農家へ与えられるものであれ本稿では生産要素

価格を一定とした時の (7)式の定義にもとづく。 Hicksのいう進歩技術の偏向性

に対する他の定義については Binswanger，Ruttan (4) pp. 42-43参照。

8) トランスログ関数は Christensen，Jorgenson， Lau (5)， (6)， (7)によって開発

された。二回微分可能な関数に対して 2次近似し，近似の基準点において弾力性

にア・プリオリな制約を設けないという flexiblefunctional formである。 トラ

γスログ費用関数は生産関数の双対として考えられた。この関数を適用した研究

に Binswanger(3J，阿部 (2)，Le Thanh Nghiep (22)， (23)，加古 (18)，(19J， 

[20Jがある。
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ノミラメータVi， ri: 

Yを一定とした時の最小費用C*: 

パラメータについて次の制約が付加される。であり，

〈制約条件〉

(10) 

nu 一一T 
η
ゃ
ん
笥一一H 

nZM 
一一Y T 

"ZH 
一一

4
J
 
r
 

"ZM 
一一T 

η
Z
M
 

rij = rjt 

n 

L: Vt = 1， 

(11) 

Sh巴phardの補題9)を用ここで， (9)式を生産要素価格 (lnpt)で偏微分し，

生産要素のコストシェア式を導くことができる。し、ると，

(12) 
n 

Si = Vi十 Zlrtjfln pj+fty ln Y+ftHlrl FJ+ftTITIT 

それぞれとの (12)式をlnH，ln Tで偏微分すると，

aSi riU 
aH - H (13) 
。Si riH 
aT - T 

となり，技術進歩のパイアスの定義式(7)に代入すると，

(14) BT-ftT 
i - T.S

i 
Bf = ~:i~ 
i ~ H.S

i 
' 

これを(5)，(6)式に代入し整理すると，である。

生産要素投入量の変化)
 
-
1
 
(
 

alnれ n

G(Xi) =羽EサG(Y)+51mjG(Pj)

(15) 十TG(H)+すG(T)十Nfれ Nf'I'
ザ--Blnzt 
り-alnh 

生産要素投入比率の変化 (i=L，M の場合)

9) Shephard [28)は生産の理論において，絞小費用関数と生産関数の dualityと
iJC* 

して一一一=ぬの関係が成り立つことを証明している。
iJpi 

-100ー

)
 
-
1
 
・1(
 



となる。

技術進歩の偏向性の計漬u

G(L)-G(M) = {会1T}Lj G(pj)-j~l T}Mj G(pj)} 
十(ヱ庄一旦)叩)
SL SM 

+(す一号)G(T) (16) 

よって， (14)~(16) 式で明らかなように， (4)， (7)式で定義される生産要素

投入量およびその投入比率の変化に対する技術進歩のパイアス効果は， トラ

ンスログ費用関数から導かれる生産要素のコスシェア式のパラメータ (riH，

ri1')を用いて推定することができる。

また同時に，要素聞の代替の偏弾力性 (συ)および要素需要の価格弾力性

(豹j)もまた，コ九トシェアとコストシ zア式のパラメータより求めることが

できる10)。

σzJ=-L-rtj十1， σzt=47(fttd-Sz)(日)SiS j ， tJ ' ~， ~，，- S1 

守tJ=ff+Sj， h=3f+S4-1(凶)

111. 計測方法

111-1 技術指数

分析対象とした戦後北海道稲作(昭和33年.-....53年)の技術進歩を，反収と

反当労働時間の推移から概観すると，反収はこの関西日本水準を追い越し東

北，北陸水準に近づいている。また全国的に省力化は著しいが，そのテンポ

は北海道において急速である。このように，分析期間における北海道稲作の

1つの特徴は，省力と増収の並進が顕著なことである11)。その背景には，他

府県と比べ機械の著しい大型化と，大規模経営の存在がある。実際，この期

間の労賃は激しく高騰しており，機械と労働の強い代替関係が予想される。

10) 生産関数において Allenが定義した代替の偏弾力性は，技用最小化条件より，ト

ランスログ費用関数について(17)式のように定義される。この時，れj=Sj・(/ij

となることから (18)式が導かれる。詳しくは茅野 (32)で展開している。

11) 近年の稲作における生産力展開を概括したものに七戸 (29)がある。
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また，自然条件の厳しい北海道において，稲作の北進に大きく貢献した品

種改良は，戦後も試験場を中心に活発であり 12)，反収増大におよぼした影響

は大きい。

こうした生産力推移を考慮し，反収増大的技術指数と省力的技術指数を以

下のようにして求めた。

O反収増大的技術指数 (H) 図-3

品種改良や土地改良，保護苗代の普及は，互いに補完的にはたらいて増収

を達成してきたと考えられる。なかでも品種改良は，品種の潜在的収量能力

の向上に対し直接的な効果をもち，改良品種は農家の選択にもとづき普及し

てゆく。そこで本稿では，次に示す品種改良指数13)を反収犠大的技術指数と

して用いた。

InH.lnT 

1.000 

200 

100 H 

20 

10 

H: 反収増大的技術指数
T: 省力的技術指数

図-!l 技術指数(昭和初年::=100. 0) 

T 

H 

12) 水稲の品種改良に関する試験場の研究開発については『北海道農業技術研究史Jj，

北海道操業試験場， 1966年。

13) 速水・山田(15)の作成方法にもとづく。
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技術進歩の偏向性の計額~

処且

Ha=EgzT (19) 

品種数

t年の水稲作付面積

t年のt品種作付面積

i品種の反収指数(坊主5号=100)

n: 

At: 

Ait : 

(]i : 

図-3

耕うん機・トラグター・バインダー・白脱型コンパイン・田植え機，に関

する「米生産費」の原単位量評価額を機械の価格指数でデフレートレ，昭和

45年を 100として指数化したものを省力的技術指数に用いた。

O省力的技術指数 (T)

イシカ q

ゅ
う
な
み

5巨

坊
主
5
号

お

初

20 

25 

Iσ12 14 1面 1826:/2-24 2b 28 30-32百部:l8 40 語 44 46 48 50 52 -53-7両有}U 

水稲品種別作付割合(%)図-4

「北海道における水稲品種の変せん」北海道産米改良協会連合会

計測式とデータ

農家が生産要素投入量を決定する時，生産物価格ならびに生産要素価格に

対する情報量の不足，また経営資金の不足等により，現実の投入量が最適投
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第 ~8 ~喜

そこで， II章で示したコスト

計測期間における部分

北海道大学農経論叢

入量14)と帯離した水準になる可能性は強い。

シェア式をタイム・シリーズデータから計測する時，

調整過程を仮定する。すなわち，

(20) Su -SiH = si(Sit -Sit-l) 

t期の i要素の最適コストシェア

調整係数

Slt: 

ん:

計額IJ式を次の

si = s15) 

上記のコストシ zアにおける調整過程はあくまで，現実の投入量における

Time-lagの存在に起因する。

これらを踏まえ， また昭和45年以降の生産調整を考慮、し

ように特定化した。

Oくsiくし

Sit = siVi + si L: rO ln P jt + siriY ln Yt十戸iriH1nHt 
j~l 

+んriTlnTt+stdtDλ1+(1ーん)SU-l十εμ (21) 

政策ダミー(昭和 33~44 年: 0， 45年，，-，53年:1) 

かく乱項 t: 計測期間

DM: 

eit : 

εitについて

(22) E(oit) = 0 

E(ξit Oj;) = 0 

統計的期待値を表わす，tキt'

E(εitεjt) = Qij， 

E: 

と仮定する。'

〈制約条件〉

(23) 

n
u
 一一η

 
z
 

一一T 

旬

Z
M一

一E
 
T
 

旬
ゃ
ん
】

4一一y η
 

n
Z
M
 

一一
d
J
 
r
 

π
Z
M
 

(対称性条件)J"ij = rji 
η 

L: Vi = 1， 

(24) 

(25) (同次性条件)
n 

P1川 =0
(26) 

14) 

ん=s

本稿では，最小費用化行動にもとづく投入量を最適投入量と考える6
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蜘技術進渉の傾向性の計tatl

始めに最小2乗法により (21)式を推計し rty=Q16)と制約条件(25)式のか

検定を行なった。これらの制約が各方程式で受容されれば，次の (n-1)本の

方程式を同時推定すればよい。

η-1 

Sit = siVi+んL:rijln(ρit/Pnt) + siri1illn H，汁 si1'tTlnTt 

+ siriDT + (1 -si) Stt-l +旬 (27) 

計測方法は Zellnerの効率的推定法を用い， ノミラメータ推定値に収束基準を

もうけて反復計算を行なった1九この方法では，任意の要素の方程式を同時

推定から除いても，パラメータ推定値は不変である。

制約条件(23)式と (26)式については，制約をつけて同時推定を行ない，F工

検定を行なった18)。

Nadiri， Rosen (24)が要素需要において指摘した調整の Crosseffectをコス

トシェアに適用し， Crossの調整係数を含んだ一般形におL、て，調整係数のl!iIJ約

を考えると，

仁三，::l~[B]広三二J ① 

①式より

N N N N 
ESu=51FIFtj(昂-Sjt-1)+SEISM-1 ② 

N N 

となり¥151らラl，Z35日-=.1である百功，②式が恒等式である為には
N N 

L:， ~んj(S't-Sit-l) == 0 
Zニ 1J~l 

である。ゆえに，

N . N 

L: s jl = R， L: s j2 = R … 
j~1 j=1 

1;1:③式の十分条件となる。

N 

L: sjN=R 
j~1 

③ 

また.(20)式と同じナーロプ型調整ラグを仮定した LeThanh Nghip (22)に

対し， Hunt (16)は調整係数について帰無仮説 Ho:ん=s，Ho: st=1の検定の

必要性を指摘している。

ηy==oなら，費用関数は homotheticである。 Denny，May (9)参照。
t-検定については Johnston(17) pp. 138参照。

17) 詳 Lい推定方法は Zellner(33)， Kmenta， Gilbert (21)参照。

18) 制約条件の F工検定については Theil(31) pp. 312-316参照。
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(%) 

40 

30 

L労艶

201¥/、./ / 

..............ヘ y

10 

F肥料

33~34- -36 -38 40 42 44 46 主 50 52 53く昭和〉

図-5 生産要素コス iシェアー (Si) (3カ年移動平均)

生産要素は，労働 (L)・土地 (A)・機械 (M)・肥料 (F)・その他 (δ)と5つ

に分類した。 それぞれのコストシェアおよび価格のデータは「米生産費J，

「農村物価賃金統計Jより得た。 このデータを3カ年移動平均し計測に用

し、fこ。

Si: それぞれの要素について，第2次生産費に占める割合
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L労骨

500 

400 

3叩

2加

100 

32 34 36 38 40 42 44 46 48 50 52 54 (昭和〉

図-6 生産要素価格指数(昭和初年=100.0)

ρL=反当労働費/反当労働時間

PA=反当地代

t.l!: 昭和40"-'53年 生産資材価格(耕うん機・トラクター・パインダ

一・田植え機)を各普及率をウェイトとし指数化(ウェイトは昭和

40， 45， 50年でリンク)

昭和 33~39 年 全国農機具価格にリンク

tF: 昭和 40~53 年北海道肥料価格指数

昭和 33~39 年 全国肥料価格指数にリンク
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po: 種苗・建物・防除・諸材料・料金の各価格指数に，その他に占める

割合をウェイトとして指数化

以上の動向は図ー5ならびに図-6に示されている。

IV. 計測結果と考察

初めに，計測式(21)式を制約条件(25)式と riY=Uを付けずに，最小2乗法

により計測した。推定パラメータ rijとムy について， 同次性条件とホモセ

ティク条件が満たされているか否か統計的検定を行なった。その結果，表-1

に見られるように，同次性条件とホモセティク条件についての帰無仮説 Ho:

r; rij =0， riY=Oは受容された。従って，同次性条件とホモセティク条件
を付加した計測式(27)式により，費用関数のへッセ行列の対称性条件ならび

に調整係数についての制約条件の検定を行なった。 帰無仮説Ho:rij=rij， 

si=sのF・値はF(9， 48) = 1.099で5%有意水準で対称性条件ならびに調整

係数一定の条件は棄却されなかった。

表-1 費用関数における向次性条件， hornothetic条件の検定

5 

L: 1'ij tム値d) TtY b値e) R2 

ヲ2 働 一.0397 一.2193・・ .0355 1.8195ネ .991 

土 地 .0158 .0672・・ 一.0421 1.4290水水 .592 

機 械 .0027 .0151・・ 一.0158 ¥.0286*キ .9ヲ3

目巴 料 .0341 .5493・ 一.0100 1.6474** .996 

その他 .0055 .0357・・ 1 1.4889** 9ラ1

注 a) 妬}無仮説は Ho:L: 1'ij=OとHo:1'a=oである。

b) 各コストシェア式を最小2采法で計算した。

c) R2は自由度修正済み決定係数である。
d) ・，・・はそれぞれ有意水準 30%，40%で帰無仮説(向次生条件)が受容される

ことを示す。

e) ヘ帥はそれぞれ有怒水準 5~も， 100/0で帰無仮説 (Homothetic条件)が受容
されることを示す。

以後の分析は，計測式(27)からの推定値(表-2)にもとづくものであり，

その前に表ー2の計測結果の検討を行なう。 土地について決定係数は少し低

く出たがp 他の生産要素ごとの当てはまりは良好であった。また，各パラ
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メータ推定値の有意性は， 肥料 (ril") と反収増大的技術指数 (riE~) について

低かったが，他については一般に有意な値を示している。

ところで，推定された費用関数が well-behavedな生産構造と一致するた

めには，次の条件が満たされなければならない問。

i) Monotonicity condition 

要素価格について増加関数であること。この為には，表-2のパラメータ

表-2 生産要素の各コストシェア式のパヲメータ推定値

(γ'ij=IJi， si=s) 

生産要素 riL TiA TiH TiF 

労働・01501 -.09452 I .00798 I -.01424 I .08577 
(訓057)I (.00963) I (.00716) I (.00519) 
一.09452 I .05484 1 .03482 1 .00528 1 -.00042 

土地 (.00963) i (.01216) I (.00823) I (.00505) 
機械 .00798 I .03482 I .05453 -.05629 I -.04104 

(.00716) I (.00823) I (.03050) I (.01495) 
一.01424 1 .00528 一.05629 1 .00839 1 .05686 

肥料 (.00519) I (.00505) I (.00839) I (.01083) 
その他 .08577 -.0仰附4 I 附 6 I -.10117 

生産要素 TiH TiT J.z I l-s I 
.00373 I -.12208 I -.02833 I .69368 1 .991 

労働 (.00326) I (.03822) I (.00347) I (.03771) 
一.00120 I .02149 I .00313 I .69368 I .719 

土地 (.00337) I (.01141) I (.00345) I ・03771)I 
機世・00822 I .02917 I .01146 I .69368 1 .998 

17K I (.00249) I (.00813) I (.00261) I (.03771) 
肥料 .00135 I .00921 -.00357 I .69368 I .988 

(.01707) I (.00154) I (.00147) I (.03771) 
その他 ー訓210 I .08063 I .01731 .69368 

注 a) 対称性条件，と調整係数一定の制約付きで計測式(27)を同時推定した。

b) ( )内の数値は標準誤差，R2は自由度修正済み決定係数を表わす。

c) その他については制約条件(24)式より求めた。

d) 1-(3の推定値より調整係数は，e= 0.30632である。

19) トラソスログ関数は II主主で指摘した自exiblefunctiona.l formとしての利点を

もつが，一方で実証分析に適用した時，既存の経済理論に合致した性質を計測さ

れた関数が備えているか否か，検討する必要性を常に内在させている。
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を用いたコストシェアの推定値 (5;)が正でなければならない20)。

ii) Concavity condition 

要素価格について凸である。これは，費用関数のヘッセ行列式が非正値定

符号である時満たされる。

条件 i)，ii)は総てのサンプルについて満たされた。ゆえに，表-2の計測結-

果は well困behavedな生産構造を表わしていると結論できる。

以下，表-2で与えられたノミラメータ推定値と計測データから導かれる推定

値についてファクト・ファインディングを行なう。

1) 代替の偏弾力性(表-3)

表-3で示される代替の偏弾力性 (συ)は，産出量を一定とした時の生産要

素聞の代替関係を表わしている。

表-3 生産要素聞の代替の偏弾力性 (συ=σji)

¥ 

械 I}j巴 料|その他z 

γf 働
-1.406 一 .142 1.168 .625 2.198 
(.067) (.116) (.1ラ0) (.137) 

土 地
一 .142 -1.041 2.414 1.268 .989 
(.116) (.043) (.334) (.257) 

機 械
1.168 2.414 -3.555 -3.979 一.927
(.150) (.334) (.014) (1.322) 

月巴 料
.625 1.268 -3.979 -8.600 4.343 
(.137) (.257) (1.322) (.009) 

その{也
2.198 .989 一 .927 4.343 -7.743 

注 a)σりは (17) の算出式より求めた。この時， ηj~りもであるから συ=σれとな

ることは明らかである。

b) 算出式におけるコストシェア (Si)は計測期間の平均値を用いた。

c) ( )内の数値は標準誤差を表わす。

SE(r;j) 
SE(σtJ)=-337 SE:標準誤差

機械と肥料に強い補完関係が見られる。これは，耕うん機・トラクターの

導入が深耕を可能にし肥料の増投に結びついたことと， 品種改良(耐肥性の

向上)に伴う肥料の増投とによる。

olnC Pi oC 
20) このことば百 lnPi-で可~=S; の関係から，九 C は常に正でありぬが正

ac 
ならば，必然自、)i:一一喝>0である。~ op; 
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機械と労働に代替関係が見られるが，これは予想したよりも強くなかっ

た。このことは，水田の耕起・整地への耕うん機・トラクター使用による労

働節減分は，育苗の管理に集約的に投下されたことによると考える。計測期

間においては昭和45年以降， 田植・収穫作業の機械化により大幅な労働節

減がもたらされており，それ以後の労働と機械の代替関係は強いと考えら

れる。

労働と肥料の代替関係は，労賃の高騰に伴う自給肥料価格の上昇が購入肥

料の増投をもたらしたことによる。この期間，肥料費に占める購入肥料費の

割合は約 60%から 85%に上昇している。

2) 生産要素需要の価格弾力性(表-4)

価格弾力性 (r;ij)は産出量を一定とした時，j要素の価格変化に対する i要

素の需要量の変化率を表わす。自己価格弾力性はすべての要素について負

で，正しい符号をとっている。しかし，その他を除く各生産要素の需要弾力

性は一0.4~一 0.8 と非弾力的であった。

日本の稲作全体を対象とした加古 (18)氏の計測結果と比較してみると，

肥料・労働・土地は非弾力的ながら，全国平均よりも大きな値である。また

一方，機械においてはより非弾力的な面を示している。

表-4 生産要素の価格硲i力性(れj)

ト〈|労 働!土 地 Ii幾 料 lそのけが1Jii 
労 -.562 一.036 .139 ー.465

(.026) (.018) (.013) 

土 地
ー.057 一.528 .287 .120 I .177 一.488
(.047) (.059) (.040) (.024) 

t食 械
.467 .500 一.423 一.378 一.166 一.588
(.060) (.069) (.256) (.126) 

HE. 料
.250 .262 一.473 -.817 .777 一.320
(.055) (.053) (.157) (.114) 

その他
.205 一.110 .412 -1.386 -1.647 

注 a) (18)式のコストヅエア (S，いこ計測期間の平均値を用いて算出した。
b) ( )内の数値は標準誤差を表わす。

SE(ηj) 
SE(1Jij) =一--;';<J'-. SE. 標準誤差

c) 加古 [18J より引用。 トランスログ費用関数を用い，全国の稲作を対象とし

た需要の自己価絡弾力性。 1970年の計測値を引用。
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表-5 生産要素投入量の変化

手、 -h(Zt)|仰)!jih川(寄吋yム十柑叫27)
777I31(:21612L12引14「五

.002 I .014 I .002 I -.00002 I .014 I -，028 土地 .11I .VV"-I l1fv'¥ r.¥ -;VVVV~ 1 "7 ;....Vl"\l~\ 
(700.0) I (100.0) I ー 1.0)I (700.0) I ( -1400.0) 

l:11m2lll 料 F(700)|(削 )|(100)l(100)|(J釘)
その他σ ・024I ，;，O}!¥ I ・0101 -0091 0121 -027 

l I (-37.5) I (50.0) I ー 112労

a lnxi 
注 a) 算出品工 (15)式。但L，ー訂五了==1 (constant return to scale) 

と仮定したo

b) NfH+N'fTとコス lシェア式の推定にともなう誤差等が含まれる。
c) ( )内の数値は G(均)に対する各要因の寄与率(%)を表わす。

表-6 生産要素投入比率の変化

要素比率¥¥
G(2) |反附的制iJi且l帥技術進歩

Price effec t 歩のバイアス効果 のバイアス効果

一.042 一.027 .009 一.041L/;l (64.3) (-21.4) (97.6) 

，030 .053 .001 ，008 
MIA (176.7) ( 3.3) (26.7) 

.018 .067 .002 一.012F/A (372.2) (J 1.1) (-88.8) 

.072 .080 一，008 .049 M/L (111.1 ) ( -11.1) (68.1) 

.060 .094 一.007 .029 FIL (156.7) (-11.7) (48.3) 

一，012 .014 .001 一.020F/M (-116.7) (-8.3) (166.7) 

注 a) (16)式にもとづき算出した。

liP i 丘 lいいいい2μ川川川4副耐刊(ωω川ρ削)lK~L E~L 

反収増大的技術進. (η!!... rjH ¥ 
歩のパイアス効果~ );; -'s; ) G(H) 
省力的技術進歩. (η ~ì 
のバイアス効果 ぽ -s; ) G(T) 
ぶには計訊1¥期間の平均値を用いた。

b) ( )内の数値は G(ぬ/Xj)に対する各要因の寄与率(%)を表わす。
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技術進歩の偏向性の計測

3) 生産要素投入水準の変化(表ー5，表-6)

生産要素投入量の変化率に対する各要因の効果は表一5の通りである。

表-5の価格効果については，先に掲げた需要の価格弾力性は非弾力的で、あっ

たにもかかわらず機械と肥料についてその効果は大きし土地に対する価格

効果は小さかった。

技術進歩の偏向性は(8)式の定義より，それぞれ次の様に整理できる。

O反収増大的技術進歩

労働使用的，土地節約的，機械使用的，肥料使用的，その他節約的

O省力的技術進歩

労働節約的，土地使用的，機械使用的，肥料節約的，その他使用的

反収増大的技術進歩のパイアス効果と比較して，省力的技術進歩のバイア

ス効果は全ての要素について大きかった。ゆえに この期間の省力的技術進

歩は急速であり，かつ，パイアスを強くもっていたといえる。ここでさらに

注目すべき点は，労働・土地・その他に対して 2つの技術進歩は逆方向の

パイアス効果を持っていたことである(正←→負)

例えば労働について 2つの技術進歩を分離しなければ，技術進歩は労働

を年率1.8%減少させるバイアス効果を持っていたと考えられる。 しかし，

現実の機械化を中心とする省力的技術進歩は年率2.7%減少させるという，

より大きなパイアス効果を持っていたと言える。

また，労働に対する省力的技術進歩は，中立的効果より労働節約へのバイ

アスを強くもった技術進歩で、あった。肥料について技術進歩のバイアス効果

は共に小さし戦前における肥料使用的技術進歩から労働節約的技術進歩へ

の移行をみることができる。

表-6は，生産要素投入比率の変化率に対する価格効果と技術進歩のパイア

ス効果を表わしている。反当労働投入量(LjA)の減少や労働に対する機械装

備率 (MjL)の増大に対して，省力的技術進歩のパイプス効果が大きかったこ

とは明らかである。特に反当労働投入量については，価格効果以上にその比

率変化に大きく影響したことを示している。

要素投入比率の変化に対しても，反収増大的技術進歩の影響は小さかっ

た。反当労働投入量に対して労働使用的なパイアス効果を示しているが，こ

れはこの期間において，機械化に先行した保護苗代の普及や早植栽培の進行
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が，労働を増投させるものであったからと考えられる。

次に，コストシェア式における調整過程の導入について，表-1の推定値よ

り無帰仮説 Ho:1-s=Oは有意水準1%で棄却される。ゆえにPキ1は，農
家の現実の生産要素投入量が最適投入水準でなかったことを意味する。この

背景には，生産物ならびに生産要素価格についての情報の不完全さもさるこ

とながら， この期間の労賃の高騰に対する機械の導入に関して次のことが考

えられる。

分割性の乏しい大型機械においては，その導入に際して短期的に固定的で

ある耕地規模との関連が強く，また一方で，導入時に多額の資金を必要とす

ることの また，昭和45年頃までは稲作作業の部分的な機械化であり，技術

的にほぼ機械体系としての成立をみたのは近年で・あることの影響は強いと考

えられる。

V.結び

以上見てきたように，本稿では生産要素投入水準の要因分析の視点から，

生産要素投入量および投入比率に対する技術進歩のバイアス効果と中立的

効果を分離するそテゃルを提示し， トランスログ費用関数からのノミラメータを

用いることによって技術進歩のパイアス効果を推定した。これによって，従

来残差として求めた技術進歩の効果を中立的効果とパイアス効果に分離し，

数量的に把握することができた。

また，技術進歩を反収増大的技術進歩と省力的技術進歩とに分離すること

により 2つの技術進歩の異なった偏向性を明らかにすることができた。

農家の生産行動における調整過程については， Time-lagの存在を指摘し

たにとどまるが，技術進歩の性格に対する農家の行動を考察する一方法を示

せたと考える。

以上のことを通して，生産構造の変化に対し大きなウェイトをもっ技術進

歩の性格である偏向性について，数量的に把握する重要な分析手法を提示で

きたと考える。

なお，計測上の問題点や技術進歩と大きなかかわりをもっ規模の経済，な

らびに農家の生産行動における調整過程のメカニズムに関しては今後の作業

の課題としたい。
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追 記
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の方々に有益な助言をいただし、た。ここに謝意を表する。無論，あり得べき

誤の責任はすべて筆者にあることは言うまでもない。

計算については，北海道大学大型計算機センタ-M-200H， M-180を利用
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